
Ⅰ 地方財政を取り巻く状況 

１ 「新経済・財政再生計画」（※）に基づく地方行財政の取組（主なもの） 

※新経済・財政再生計画…骨太方針 2018（H30.6.15閣議決定）で定めた計画 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

            骨太方針 2024（R6.6.21 閣議決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

骨太方針 2023（R5.6.16閣議決定）※骨太方針 2024でも同様 

 

 

 

 

骨太方針 2021（R3.6.18閣議決定） 

 

   

＜財政健全化目標＞ 
骨太方針 2018で掲げた財政健全化目標（2025年度の国・地方を合わせ
たＰＢ黒字化を目指す、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げ
を目指す）を堅持 

〇地方行財政基盤の強化 
・人口減少や少子高齢化が急速に進行する中でも、活力ある持続可能な地域社会を実現 
するためには、経済の好循環を地域の隅々まで行き渡らせるとともに、地域ごとに異な 
る将来の人口動態を念頭に、地方公共団体が人手不足やインフラ老朽化等の資源制約に 
対応し、持続可能な形で行政サービスを提供していくことが重要。 
・このため、地域における人への投資、ＤＸ・ＧＸの推進や地方への人の流れの強化等に
よる地域経済の活性化及び新たな雇用の場の創出に取り組むとともに、令和６年能登半
島地震の教訓を踏まえた地方独自の防災・減災の取組等の強化、及び地方公共団体の枠
を越えた広域的な行政サービスの提供やＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術の徹底実装によ
る自治体ＤＸの推進等を通じた住民の利便性向上と行財政効率化の両立を実現。 
・交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2024
年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保して、地域における賃
金と物価の好循環の実現を支える地方行財政基盤の持続性を確保・強化する。 
 
 

財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの財政健全化目標に取り組む。 
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２ 地方財政の財源不足と借入金残高 

（１）地方財政の財源不足 

   令和７年度は、地方税収入や国税５税の法定率分の増加が見込まれる事から、

財源不足額は大幅に減少して約 1.1 兆円、地方財政計画の約 1.1％の見込み。

また、折半対象財源不足額は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地方財政の借入金残高 

   地方財政の借入金残高は、令和７年度末で 172兆円（見込み）。内訳は、交付

税特別会計借入金残高(地方負担分)26兆円、公営企業債残高(普通会計負担

分)14兆円、地方債残高 132兆円。 

   

                              

                
  

  

                
  

  

      
                  

   
   

 

  

   

   

   

   

                                           

             
               

              

     

                                

※端数処理により合計が一致しない場合があります。 

※端数処理により合計が一致しない場合があります。 
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３ 令和７年度地方財政対策 

（１）令和７年度地方財政計画 
  
  ポイント 

  ア 一般財源総額の確保等 

・一般財源総額（水準超経費を除く交付団体ベース）を 63.8兆円（対前年度比+1.1

兆円）確保 

   ・地方交付税総額を 19.0兆円（対前年度比+0.3兆円）確保 

 

  イ 地方財政の健全化 

   ・臨時財政対策債は平成 13年度の制度創設以来、初めて新規発行額ゼロ 

   ・交付税特別会計借入金について、これまで償還を後年度に繰り延べてきたもの 

     のうち、令和６年度までの繰延べ分 2.2兆円※について、令和７年度に償還 

    ※令和７年度政府予算案等の国会修正の結果、令和６年度までの繰り延べ分の償還は 2.0 兆円 

 

  ウ ＤＸ、防災・減災対策の推進 

   ・自治体ＤＸ、地域社会ＤＸを推進するため、「デジタル活用推進事業費」（0.1 兆

円）を創設（地方財政法の特例を設け、地方債の発行を可能とする） 

   ・「緊急浚渫事業費」について、事業期間を令和 11 年度まで５年間延長し、令和７

年度については 0.11兆円（前年度同額）を計上 

 

  エ 人件費の増加への対応 

   ・常勤職員、会計年度任用職員に係る給与改定（0.8兆円）及び教職調整額の引上げ

（令和７年度：0.01兆円）に必要な財源を確保 

   ・令和７年度の給与改定に備え、「給与改善費」（0.2兆円）を計上 

 

  オ 物価高への対応 

   ・自治体施設の光熱費・施設管理の委託料の増加を踏まえ、0.1兆円（対前年度比＋

0.03兆円）を計上 
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歳入歳出の概要（通常収支分）   （単位：兆円、％） 

区    分 ７年度 ６年度 増減額 増減率 

歳 
 
 

入 

地 方 税 

地 方 譲 与 税 

地 方 特 例 交 付 金 等 

地 方 交 付 税 

国 庫 支 出 金 

地  方  債 

 臨 時 財 政 対 策 債 

 臨時財政対策債以外 

使 用 料 及 び 手 数 料 

雑 収 入 

そ の 他 

45.4 

3.0 

0.2 

19.0 

17.2 

6.0 

0.0 

6.0 

1.5 

4.8 

▲0.0 

42.7 

2.7 

1.1 

18.7 

15.8 

6.3 

0.5 

5.9 

1.6 

4.7 

▲0.0 

2.7 

0.2 

▲0.9 

0.3 

1.4 

▲0.3 

▲0.5 

0.1 

▲0.1 

0.1 

▲0.0 

6.4 

8.7 

▲82.9 

1.6 

8.9 

▲5.5 

皆減 

1.8 

▲3.7 

2.8 

41.2 

計 

一  般  財  源 

（水準超経費を除く交付団体ベース） 

97.1 

67.5 

63.8 

93.6 

65.7 

62.7 

3.4 

1.8 

1.1 

3.7 

2.8 

1.7 

歳 
 

出 

給与関係経費 

  退職手当以外 

  退 職 手 当 

一般行政経費 

補 助 

 単 独 

うち デジタル活用推進事業費 

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 

新しい地方経済・生活環境創生事業費 

うち 地方創生推進費 

うち 地域デジタル社会推進費 

地域社会再生事業費 

公  債  費 

維 持 補 修 費 

うち 緊急浚渫推進事業費 

投 資 的 経 費 

 直轄・補助 

 単 独 

うち 緊急 防 災・ 減 災事 業 費 

うち 公共施設等適正管理推進事業費 

うち 緊急自然災害防止対策事業費  

うち 脱炭素化推進事業費 

公営企業繰出金 

水準超経費 

21.0 

19.9 

1.1 

45.6 

26.6 

15.9 

0.1 

1.5 

1.2 

1.0 

0.2 

0.4 

10.7 

1.6 

0.1 

12.1 

5.7 

6.4 

0.5 

0.5 

0.4 

0.1 

2.3 

3.8 

20.2 

19.2 

1.1 

43.7 

25.1 

15.4 

― 

1.5 

1.3 

1.0 

0.25 

0.4 

10.9 

1.5 

0.1 

12.0 

5.6 

6.4 

0.5 

0.5 

0.4 

0.1 

2.3 

3.0 

0.7 

0.7 

0.0 

2.0 

1.5 

0.5 

0.1 

0.0 

▲0.1 

0.0 

▲0.05 

0.0 

▲0.2 

0.0 

0.0 

0.1 

0.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

▲0.0 

0.8 

3.7 

3.7 

4.0 

4.5 

5.9 

3.3 

皆増 

0.6 

▲4.0 

0.0 

▲20.0 

0.0 

▲1.6 

1.2 

0.0 

1.0 

2.2 

0.0 

0.0 

4.2 

0.0 

0.0 

▲1.8 

26.5 

計 97.1 93.6 3.4 3.7 

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合がある。 
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＜国の予算と地方財政計画（通常収支分）との関係＞

※　基礎的財政収支対象経費は、87.3兆円 ※　地方一般歳出は、81.3兆円

（注）　表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。

給与関係経費
21.0兆円

一般行政経費

45.6兆円

財政投融資特別会計
（歳入） （歳出）

（交付税）

その他の税収
9.8兆円

その他　8.7兆円
その他
6.3兆円

元金返済
17.7兆円

利払い等
10.5兆円

国庫支出金
17.2兆円

水準超経費3.8兆円

維持補修費1.6兆円

公営企業繰出金（下記除く）1.0兆円

公債費等
12.0兆円

納付金（地方公共団体金融
機構の公庫債権金利変動準
備金の国庫帰属）　0.2兆円

交付税及び譲与税配付金
特別会計へ繰入れ　0.2兆円

交付税及び譲与税配付金特別会計

地方財政計画（歳出）一般会計（歳入） 一般会計（歳出） 歳　入 歳　出 地方財政計画（歳入）

投資的経費
12.1兆円

（115.2兆円） （97.1兆円）

地方交付税
19.0兆円

地方譲与税　3.0兆円

地方譲与税3.0兆円特別法人事業税等3.0兆円

赤字国債
21.9兆円

地方特例交付金等　0.2兆円

国
債
費

28.2
兆
円

（譲与税） （譲与税）

（入口ベース）

一般会計より
受入れ

18.9兆円

地方交付税　　　18.7兆円
地方特例交付金 0.2兆円

財政投融資特別会計より
受け入れ

公庫債権金利変動準備金の活
用　0.2兆円

地方債
6.0兆円

（97.1兆円）

（交付税）
（出口ベース）

地方交付税

19.0兆円

（115.2兆円）

国
税

77.8
兆
円

地方税
45.4兆円

その他の歳出
68.1兆円

うち社会保障関係費 38.3兆円
うち公共事業関係費　6.1兆円

所得税  33.1%
法人税  33.1%
酒　 税  50.0%
消費税  19.5%

交 付 税
対象税目

68.0兆円

公
債
金

28.6
兆
円

地方交付税　等
18.9兆円

法定率分　 　　　　　18.6兆円
既往法定加算　　　　0.1兆円
地方特例交付金等　 0.2兆円

地方法人税　　2.2兆円
特会剰余金　　0.0兆円
前年度繰越分　0.7兆円

地方特例交付金等　0.2兆円

借入金等利子充当　0.2兆円
借入金償還　　　　　　2.6兆円

建設国債
6.8兆円

一
般
財
源
総
額

兆
円

国税収納金整理資金

67.5
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（２）令和７年度地方債計画 

  ポイント 

■デジタル活用推進事業を創設することとし、900億円を計上 

■緊急防災・減災事業について、対象事業を拡充し、前年度同額の 5,000億円を

計上 

■緊急自然災害防止対策事業及び緊急浚渫推進事業(令和 11 年度まで延長)につ

いて、それぞれ前年度同額の 4,000億円、1,100億円を計上 

■公共施設等適正管理推進事業について、集約化・複合化に係る事業の対象を拡

充し、4,500億円(前年度から 180億円増)を計上 

■脱炭素化推進事業について、前年度同額の 900億円を計上 

■こども・子育て支援事業について、450億円を計上 

■過疎対策事業について、5,900億円(前年度から 200億円増)を計上 

令和７年度地方債計画（通常収支分） （単位：億円、％） 

項     目 
R7年度 
計画額 

R6年度 
計画額 差引 増減率 

一 一 般 会 計 債  

１ 公 共 事 業 等 

２ 公 営 住 宅 建 設 事 業 

３ 災 害 復 旧 事 業  

４ 教育・福祉施設等整備事業 

５ 一 般 単 独 事 業  

  うち一        般 

うち地 域 活 性 化 

  うち旧 合 併 特 例 

  うち緊 急 防 災 ・ 減 災 

  うち公共施設等適正管理 

うち緊急自然災害防止対策 

うち緊 急 浚 渫 推 進 

うち脱 炭 素 化 推 進 

うちこども・子育て支援 

うちデ ジ タ ル 活 用 推 進 

６ 辺地及び過疎対策事業  

   うち辺 地 対 策  

うち過 疎 対 策  

 ７ 公共用地先行取得等事業 

 ８ 行 政 改 革 推 進 

 ９ 調 整 

計 

 

15,908 

1,100 

1,127 

5,723 

26,625 

2,493 

690 

2,500 

5,000 

4,500 

4,000 

1,100 

900 

450 

900 

6,490 

590 

5,900 

345 

700 

100 

58,118 

 

15,794 

1,082 

1,119 

4,813 

26,845 

2,493 

690 

3,800 

5,000 

4,320 

4,000 

1,100 

900 

450 

- 

6,270 

570 

5,700 

345 

700 

100 

57,068 

 

  114 

    18 

   8 

910 

△   220 

0 

0 

△ 1,300 

0 

180 

0 

0 

0 

0 

900 

220 

20 

200 

0 

0 

0 

1,050    

 

   0.7 

  1.7 

  0.7 

18.9 

△  0.8 

0.0 

0.0 

△ 34.2 

0.0 

  4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

皆増 

3.5 

3.5 

3.5 

0.0 

0.0 

   0.0 

1.8 

二 公 営 企 業 債 31,985 29,772 2,213 7.4 

三 臨 時 財 政 対 策 債 0 4,544 △ 4,544 皆減 

四 退 職 手 当 債  800 800 0 0.0 

五 国の予算等貸付金債 （    176） （    350） (△  174） (△ 49.7) 

総           計 90,903 92,184 △ 1,281 △   1.4 

※国の予算等貸付金債の（ ）書は国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。 
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（３）令和７年度地方交付税

○

○

（単位：億円、％）

令和７年度 令和６年度 増　減　額 増 減 率

区　　　　分 当初予算額 当初予算額 補正額 補正後 Ａ－Ｂ Ａ－Ｄ Ｅ／Ｂ Ｆ／Ｄ

Ａ Ｂ C B+C　　　　Ｄ E F (%) (%)

232,870 179,050 22,040 201,090 53,820 31,780 30.1 15.8

192,450 170,460 10,080 180,540 21,990 11,910 12.9 6.6

11,740 12,090 - 12,090 △350 △350 △2.9 △2.9

249,080 238,230 5,200 243,430 10,850 5,650 4.6 2.3

77,080 59,266 7,295 66,561 17,814 10,518 30.1 15.8

63,701 56,422 3,336 59,759 7,280 3,942 12.9 6.6

5,870 6,045 - 6,045 △175 △175 △2.9 △2.9

48,571 46,455 1,014 47,469 2,116 1,101 4.6 2.3

① 195,222 168,188 11,646 179,833 27,033 15,389 16.1 8.6

- - 6,679 6,678 - △7,568 - 皆減

② △449 △449 - △449 - - 0.0 0.0

△6,854 △4,684 - △4,684 △2,170 △2,170 46.3 46.3

187,919 163,055 18,324 181,380 24,864 6,540 15.2 3.6

③ 929 3,488 - 3,488 △2,559 △2,559 -73.4 -73.4

④ - - - - - - 0.0 0.0

188,848 166,543 18,324 184,868 22,305 3,980 13.4 2.2

⑤ 21,773 19,750 1,309 21,059 2,023 714 10.2 3.4

- - 1,114 1,114 - △1,114 - 皆減

△0 △0 - △0 - - 0.0 0.0

⑥ 2 0 - 0 2 2 4,259.9 4,259.9

⑦ △28,000 △5,000 - △5,000 △23,000 △23,000 460.0 460.0

△2,270 △1,965 - △1,965 △305 △305 15.5 15.5

⑧ 400 500 - 500 △100 △100 △20.0 △20.0

⑨ 2,000 2,000 △2,000 - 0 2,000 - 皆増

⑩ 6,822 4,843 - 4,843 1,979 1,979 40.9 40.9

- - △6,822 △6,822 - 6,822 - 皆減

189,574 186,671 11,926 198,597 2,904 △9,022 1.6 △4.5

189,574 186,671 11,926 198,597 2,904 △9,022 1.6 △4.5

 普通交付税 178,198 175,470 10,529 186,000 2,727 △7,802 1.6 △4.2

　  特別交付税 11,377 11,200 1,397 12,597 179 △1,220 1.6 △9.7
（注）　表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

（参考）令和７年度震災復興特別交付税（見込）　874億円

○地方交付税総額の積算

　　①令和７年度における国税４税の収入見込額の一定率分【加算】

　　②平成28年度国税４税決算における精算額及び平成20・21・令和元年度補正予算における清算額【控除】

　　③国の一般会計における加算（既往法定分等）【加算】

　　④臨時財政対策特例加算額【加算】

　以上①～④の合算額が一般会計からの繰入額（いわゆる入口ベース）

　　⑤地方法人税の法定率分【加算】

　　⑥交付税特別会計における返還金【加算】

　　⑦交付税特別会計における借入金等の償還額、利子支払額【控除】

　　⑧交付税特別会計における剰余金【加算】

　　⑨地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用【加算】

　　⑩前年度からの繰越金【加算】

　以上①～⑩の合算額が、令和７年度において地方公共団体に交付される地方交付税の総額（いわゆる出口ベース）

　令和５年度国税４税決算精算分 

　平成28年度国税４税決算精算分

　平成28年度地方法人税決算精算分

＜令和７年度地方交付税総額の算定基礎＞

地方交付税の総額は、所得税・法人税の33.1％相当額、酒税の50％相当額並びに消費税の19.5％相当額の合計額19兆
5,222億円に国の一般会計における加算額（既往法定分）929億円を加算し、国税減額補正精算等7,303億円を減額した
18兆8,848億円と、地方法人税の全額２兆1,773億円、令和６年度繰越金6,822億円、交付税特別会計余剰金の活用額400
億円及び地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用額2,000億円、返還金２億円を加算し、交付税特別会
計借入金償還額２兆8,000億円、交付税特別会計借入金に係る支払利子額2,270億円を減額した18兆9,574億円（前年度
比＋2,904億円、＋1.6%）となりました。

国
　
税

　　所 得 税  (ア) 

　　法 人 税  (イ)

　　酒    税　(ウ)

　　消 費 税　(エ)

社会保障関係費や人件費の増加が見込まれる中、地方団体が、様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供
できるよう、一般財源総額について、交付団体ベースで63兆7,714億円（前年度比＋１兆535億円、＋ 1.7%）とし、前
年度を上回る額が確保されました。

　地方法人税法定率分

　令和５年度地方法人税決算精算分 

地
方
交
付
税

 総　額

 　(ｳ)×50％

　　　計（一般会計繰入額）
　　　<入口ベース>

特
別
会
計

　特別会計借入金償還額

　特別会計借入金利子充当分

　特別会計剰余金の活用

一
般
会
計

 　(ｱ)×33.1％

 　(ｴ)×19.5％　　

　　　小　　計

 　　計(一般会計繰入額含む)
　　　<出口ベース>

 　(ｲ)×33.1％

　地方公共団体金融機構の公庫債権金利
  変動準備金の活用

　過年度補正予算精算分

　翌年度への繰越金

　前年度からの繰越金

　返　　還　　金

　　　小　計（法定率分等）

　既往法定加算等

　臨時財政対策特例加算額
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＜令和７年度普通交付税の算定方法の主な改正＞ 
 
Ⅰ 給与改定等に対応した算定  
地方公務員の給与改定に要する経費について、各算定費目の単位費用等において反映。 
このうち、会計年度任用職員に係る給与改定に要する経費について、従事する職務を具体的に想定し

ている会計年度任用職員に要する経費については各算定費目において算定し、その他の会計年度任用
職員に要する経費については包括算定経費において算定。 
また、地方財政計画に計上することとしている給与改善費（仮称）２，０００億円について、常勤職

員等分（１，７００億円程度）は給与費の一定割合（１.１５％程度）を関係費目において、会計年度
任用職員分（３００億円程度）は包括算定経費において、それぞれ算定。 
 

Ⅱ 地方公共団体の施設の光熱費と施設管理等の委託料の増加に対応した算定  
 学校、福祉施設、図書館、文化施設など地方公共団体の施設の光熱費の高騰に対応するため、地方

財政計画に計上することとしている４００億円については、引き続き包括算定経費において一括して

算定。 

また、ごみ収集、学校給食など地方公共団体のサービス・施設管理等の委託料の増加を踏まえ、該

当する算定費目におけるこれらの経費に係る単位費用措置を３％程度引き上げる。 

 

Ⅲ 地域のニーズや時代の変化に対応した高等学校運営経費に係る算定の見直し  
道府県分の「高等学校費」（測定単位：生徒数）において、学科ごとの経費の差を反映する種別補正

を創設し、普通科等（普通科の他、商業科、家庭科等を含む。）、専門学科（商業科、家庭科等を除く。）
及び総合学科の生徒数を用いて算定。 
   
Ⅳ 「地方創生推進費」に対応した算定  
「地方創生推進費」（１兆円）については、「地域の元気創造事業費」（４，０００億円程度、うち

１００億円程度は特別交付税）及び「人口減少等特別対策事業費」（６，０００億円程度）において引
き続き措置。 
算定に当たっては、引き続き、成果を発揮する際の条件が厳しいと考えられる条件不利地域等への配

慮を行う。 
なお、「地域の元気創造事業費」の「行革努力分」の算定に用いる指標について、令和８年度から、

「地方公共団体の行政手続等に係るオンライン利用状況の調査」（総務省自治行政局行政経営支援室）
に基づく行政手続のオンライン化率を導入するなど、見直しを検討。 
 

Ⅴ 「地域社会再生事業費」に対応した算定  
地方公共団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むための経

費を算定する「地域社会再生事業費」については、引き続き４，２００億円程度を算定。 

また、都道府県が一定のスキル・経験を有し、市町村支援業務を行うデジタル人材を常勤職員とし

て雇用する場合、当該人件費について職員数に応じて算定。 

 

Ⅵ 「地域デジタル社会推進費」に対応した算定  
 地方公共団体が地域社会のデジタル化を推進するために必要となる取組に要する経費を算定する

「地域デジタル社会推進費」については、マイナンバーカードの保有枚数率を活用した算定について

終了することとし、従来分の２，０００億円程度を前年度と同様の算定方法により算定。 

 

Ⅶ 児童虐待防止対策の体制強化に対応した算定  
「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（令和４年１２月１５日児童虐待防止対策に関する

関係府省庁連絡会議決定。令和６年１２月２３日再改定）等に基づき、児童福祉司等の職員の増員に

必要となる経費を算定。 

 

Ⅷ その他の算定方法の改正  
 ・ 公立小・中学校の体育館等の空調設備に係る光熱費について、空調設備の設置状況に応じて算

定。 

・ 標準準拠システムの利用に伴うガバメントクラウドの利用料及び関連する費用について、ガバ

メントクラウドへの移行状況に応じて算定。 
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４ 令和７年度税制改正大綱（令和６年 12月 27日閣議決定）＊市町村税関係の主なもの 

（１）個人所得課税 

 ア 給与所得控除の見直し［個人住民税］ 

給与所得控除については、給与収入に対する割合に基づき計算される控除であり、物価 

の上昇とともに賃金が上昇すれば、控除額も増加する。しかしながら、最低保証額が適用

される収入である場合、収入が増えても控除額は増加しない構造であるため、物価上昇へ

の対応とともに、就業調整にも対応するとの観点から、最低保証額を現行の 55 万円から

65万円に引き上げる。 

  （令和７年分所得に係る令和８年度分の個人住民税から適用。項目イ、ウについても同様。） 

 【引上げのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 大学生年代の子等に関する特別控除の創設［個人住民税］ 

19歳から 22歳までの大学生年代の子等の合計所得金額が 95万円（給与収入 160万円に 

相当）までは、親等が特定扶養控除と同額（45万円）の所得控除を受けられ、また、大学

生年代の子等の合計所得金額が 95 万円を超えた場合でも親等が受けられる控除の額が段

階的に逓減する仕組みを導入する。 

 

【新たな控除のイメージ（地方税の場合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 扶養親族等に係る所得要件の引上げ［個人住民税］ 

同一生計配偶者及び扶養親族の前年の合計所得金額要件を 58万円以下（現行：48万円 

以下）に引き上げる。 

    

エ 子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充［個人住民税］ 

１年間の措置として、子育て世帯等（18歳以下の扶養親族を有する世帯又は自身若しく 

は配偶者のいずれかが 39 歳以下の世帯）に対し、借入限度額を、認定住宅は 5,000 万円、

ＺＥＨ水準省エネ住宅は 4,500 万円、省エネ基準適合住宅は 4,000 万円へと上乗せする。

0

100

200

0 500 1000

（万円）

控除額

（万円）

給与収入

55

162.5 190 850

195万円

子育て世帯等の場合：210万円

65

給与収入 控除額

180万円以下 給与収入×40％－10万円

360万円以下 給与収入×30％＋８万円

660万円以下 給与収入×20％＋44万円

850万円以下 給与収入×10％＋110万円

850万円超 195万円

給与所得控除額

最低保証額：55万円　⇨　65万円

特定扶養控除 特別控除（創設）納税者本人の

受ける控除額

被扶養者の給与収入

（合計所得金額）

（万円）

45
41

31

21

11

6
3
0

103

（48）

【現行】

123

（58）

160

（95）

188

（123）

新たな特別控除の

創設

所得税の基礎控除

引上げを踏まえた

扶養親族の対象の

所得要件を引上げ

（万円）

165（100）

170（105）

175（110）

180（115）
185（120）
188（123）
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また、床面積要件を、令和７年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたものについて、合計所

得金額 1,000万円以下の者に限り 40㎡に緩和する。 

※認定住宅とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をいう。 

 

（２）国民健康保険税に係る課税限度額等の見直し ［国民健康保険税］ 

・基礎課税額に係る課税限度額を 66万円（現行：65万円）に引き上げ。 

・後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を 26万円（現行：24万円）に引き上げ。 

・軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき金額を、５割軽減：30.5万円（現

行：29.5万円）、２割軽減：56万円（現行：54.5万円）とする。 

 

（３）資産課税 ［固定資産税・都市計画税］ 

ア 鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創設 

鉄軌道事業者が豪雨対策のために取得した一定の償却資産（法面防護工、防護柵等）に

係る固定資産税について、課税標準を最初の５年間価格の３分の２（一定の鉄軌道事業

者については４分の３）とする特例措置を創設する（令和８年度まで）。 

 

  イ 生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に係る特例措置の拡充・延長 

中小企業等経営強化法に規定する先端設備等導入計画に基づき、中小事業者等が取得す 

る生産性向上や賃上げに資する一定の機械・装置等に係る固定資産税の課税標準の特例措

置について、賃上げを後押しするよう見直しを行った上、適用期限を２年延長する。 

 

  ウ その他の固定資産税の特例措置の見直し 

・長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税の減額措置につ 

いて、マンション管理組合の管理者等から市町村長に必要書類等の提出があり、減額措置 

の要件に該当すると認められるときは、区分所有者から減額措置に係る申告書の提出がな 

かった場合においても減額措置を適用することができることとした上、適用期限を２年延 

長する。 

・鉄軌道事業者が取得した新造車両等に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、 

課税標準を最初の５年間価格の４分の３（現行：３分の２）とするなどの見直しを行った 

上、適用期限を２年延長する。 

 

（４）地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の延長［法人住民税・法人事業税］ 

内閣総理大臣が認定した地域再生計画に位置付けられた事業に対して企業が寄附を行った 

場合に法人住民税・法人事業税を軽減する特例措置について、その軽減効果（法人税と合わ

せ損金算入措置を含め寄附額の最大約９割）を維持した上、適用期限を３年延長する。 

 

（５）二輪車の車両区分の見直し [軽自動車税種別割] 

総排気量 125cc 以下で最高出力を 4.0kW（50cc 相当）以下に制御したバイク（新基準原付

バイク）に係る軽自動車税種別割の税率を年額 2,000円（50cc原付と同額）とする。 

※現行の 50cc 原付バイクは、令和７年 11 月排ガス規制への適合が困難であること等によ

り、今後の生産・販売の継続が困難となる。 

（６）納税通知書等に係る eLTAX経由での送付  

地方税関係通知のうち、固定資産税、都市計画税、自動車税種別割及び軽自動車税種別割

の納税通知書等について、納税者の求めに応じて、地方団体が、eLTAX を経由して電子的に

副本を送付することを可能とする。 
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５ 財政の健全化 

■「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体は、毎年度、

健全化判断比率を議会に報告し、公表しています。 

■健全化判断比率が一定の基準を超えた団体は、財政の早期健全化（又は財政の再生）

のための計画を策定し、財政健全化（又は財政再生）に取り組みます。 

 

（財政健全化法による制度の概要） 

健全段階 財政の早期健全化段階 財政の再生段階 

◆指標の整備と情報開示の 

徹底 

・指標：実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率、 

将来負担比率 

⇒監査委員の審査に付し、議会

に報告するとともに公表 

◆自主的な改善努力による 

 財政健全化 

・財政健全化計画を策定（議会

の議決）、策定にあたり外部

監査の要求を義務付け 

・実施状況を毎年度議会に報告

し公表 

・早期健全化が著しく困難と認

められるときは、総務大臣又

は知事が必要な勧告 

◆国等の関与による確実な 

再生 

・財政再生計画を策定（議会の

議決）、策定にあたり外部監

査の要求を義務付け 

・財政再生計画は総務大臣に協

議し同意を求めることができ

る（同意が無い場合は、災害

復旧事業等を除いて地方債の

起債を制限） 

・財政運営が計画に適合しない

と認められる場合等には、予

算の変更等を勧告 
公営企業の経営の健全化 

（
健
全
財
政
） 

 （
財
政
悪
化
） 

 

 

実 質 赤 字 比 率 11.25％～15％  20％ 

連結実質赤字比率 16.25％～20％  30％ 

実質公債費比率 25％  35％ 

将 来 負 担 比 率 350％   

資 金 不 足 比 率 

（公営企業ごと） 

20％ 

 

経営健全化基準 

長野県内では、全

市町村が早期健

全化基準以下の

健全団体 

早期健全化基準（市町村） 財政再生基準（市町村） 
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６ 公共施設等の老朽化対策 

(１) 公共施設等総合管理計画及び個別施設計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省資料） 

(２) 県内市町村における公共施設等総合管理計画の策定状況 

 平成 28 年度までに 77 市町村で策定済みであり、令和５年度末までに個別施設計画
を踏まえた見直しが完了。 

(３) 個別施設計画の概要 

  公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を定める計画 

（令和４年度までに策定） 

 ≪インフラ長寿命化基本計画に定める個別施設計画の記載事項≫ 

(1) 対象施設：道路や学校といった施設類型ごとに計画を策定 

 (2) 計画期間：施設の定期点検サイクル等を考慮の上設定 

 (3) 対策の優先順位の考え方：個別施設の状態、重要性等、対策を実施する際に考

慮すべき事項を設定の上、それらに基づく優先順位の考え方を明確化 

 (4) 個別施設の状態等：個別施設の状態について施設毎に整理 

 (5) 対策内容と実施時期：次回の点検、修繕・更新、更新の機会を捉えた機能転換・

用途変更、複合化・集約化、廃止・撤去、耐震化等、講ずる措置の内容や実施

時期を施設毎に整理 

(6) 対策費用：計画期間内に要する対策費用の概算を整理 
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７ 地方公会計 

(１) 統一的な基準による地方公会計 

地方公共団体における財務書類等の作成に係る統一的な基準が設定されたことで、 

①発生主義・複式簿記の導入、②固定資産台帳の整備、③団体間での比較可能性の確保 

が促進されている。 

 

 

(２) 地方公会計の意義 

財務情報の分かりやすい開示による住民等への説明責任の履行や、財政の効率化・適正

化を目的とし、従来の現金主義会計を補完するものとして、発生主義会計を導入。 

この効果として、資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握、発生主義による正確な

行政コストの把握、公共施設マネジメント等への活用等の効果が見込まれる。 

 

 

(３) 地方公会計の「見える化」の推進 

 

 
（出典：総務省資料） 
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